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○ 人権は一人ひとりが等しく持つものであり、自分に関わる大切なものであることを、市民の誰もが

理解し、自己と他者の人権を、共に大切にできる、人権尊重のまちづくりを目指します。 

○ 性別、年齢、国籍、障がいの有無、性自認・性的指向等の違いを認め合い、包み込む、多様性豊か

な地域社会の中で、全ての人の人権が等しく守られ、市民がつながり支え合い、誰も取り残さず、共

に生きる、共生のまちづくりを目指します。 

○ 人権問題は侵害された人、侵害した人だけの問題でなく、それを引き起こす社会環境を作っている

全ての構成員の問題です。そのことを、市民一人ひとりが認識し、今を生きる世代の責任において、

将来にわたり、心豊かで誰もが生きやすいまちを、全ての市民で次の世代に引き継いでいくことを目

指します。 

○ 人権教育・啓発は、市民と共に推進します。 

○ 全ての施策の立案・実施において、人権尊重の理念を反映させます。 

(1) 偏見や差別に気付き、態度や言動に表せるための学びの促進 

(2) 当事者意識の醸成と、身近な人権問題の共有の促進 

(3) 複合的人権課題への認識 

(4) 家庭教育の重要性の認識と、発達段階、ライフステージ等を踏まえた効果的な教育・啓発の推進 

(5) 命の大切さの実感と自尊感情の育成 

(6) 当事者のニーズと主体性の尊重 

(7) 市民の自主性の尊重と行政の中立性の確保 

(1) 多様な市民に届く教育・啓発の推進 

(2) 子どもへの人権教育の推進 

(3) 人権擁護につながる人権教育・啓発の推

進 

(4) 職員の人権意識・知識の更なる向上 

(5) 人権教育・啓発の正しい知識の更新 

(1) 市民に身近な人権相談へ 

(2) 複合的な課題に対応する人権擁護の視点を全て

の施策へ 

(3) 居場所づくりと人権相談との連携の促進 

(4) 相談員その他相談に関わる職員の更なる質の向

上 

本方針の進捗管理 関係機関、市民等との連携、協働 全庁的な推進体制 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針の体系(令和 4（2022）年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基 本 理 念 

身近な人権問題 

人権教育・啓発の基本的視点 

 人権教育・啓発の基本的な方策  人権擁護に関する基本的な方策 

推 進 体 制 
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はじめに 

本市では、令和４(２０２２)年６月に伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針(以

下、「基本方針」という。)を改訂しました。基本方針は、本市の他の計画と連携しながら

人権教育・啓発を推進するもので、基本方針に掲げる施策・事業については、毎年度、そ

の成果や課題を検証することとしています。 

本書は、基本方針に基づく年次報告書で、基本方針の定める人権教育・啓発の基本的視点

を持って、「人権教育・啓発の基本的な方策」及び「人権擁護に関する基本的な方策」に基

づき、令和４(２０２２)年度に講じた人権教育・啓発に関する施策についてとりまとめてい

ます。主な取組は、令和４(２０２２)年度行政評価の評価対象となっているものを中心とし

て、特に人権教育・啓発に関わりのある事務事業を取り上げています。令和４（２０２２）

年度進捗状況の概要は、４ページ以降のとおりです。 

 

様式の概要 

人権施策の取組ついて、PDCA サイクルを着実に推進していくために、「主な取組」、「成果

と課題」、「課題を踏まえた R5(2023)年度の取組」を掲載し、PDCA が明確となるようにしま

した。  

また、基本方針の「人権教育・啓発の基本的な方策」及び「人権擁護に関する基本的な方

策」に該当する項目番号を記載しております（下図参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 5（2023）年度の所管課名を記載 

第 6次伊丹市総合計画に該当する実施施

策・事務事業を記載 

 PDCA サイクルを着実に推進していくため

に、「主な取組」「成果及び課題」「課題を踏

まえた R5(2023)年度の取組」を記載 

 なお、「主な取組」では、事業の目的を前

段に記載した上で、取組内容を記載 

基本方針の「人権教育・啓発の基本的な方

策」及び「人権擁護に関する基本的な方策」

に該当する号を記載 

（次ページに、各方策の項目名を記載）  

（様式例） 

主な項目ごとに総評を記載 
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※参考  

各表の下段には、基本方針の定める「人権教育・啓発の基本的な方策」及び「人権擁護

に関する基本的な方策」の内、該当する項目番号を表記しています。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針（令和４（２０２２）年６月）に定め

る基本的な方策 

 

人権教育・啓発の基本的な方策 

(1) 多様な市民に届く教育・啓発の推進 

(2) 子どもへの人権教育の推進 

(3) 人権擁護につながる人権教育・啓発の推進 

(4) 職員の人権意識・知識の更なる向上 

(5) 人権教育・啓発の正しい知識の更新 

 

人権擁護に関する基本的な方策 

(1) 市民に身近な人権相談へ 

(2) 複合的な課題に対応する人権擁護の視点を全ての施策へ 

(3) 居場所づくりと人権相談との連携の促進 

(4) 相談員その他相談に関わる職員の更なる質の向上 
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令和４(２０２２)年度に実施した人権教育・啓発 

本市における人権教育・啓発は、同和・人権・平和課や人権啓発センター、教育委員会事

務局人権教育室を中心とし、それぞれの他の部局においてもその所掌事務と関連した人権

に関わる各種の教育・啓発活動を行っています。また、人権擁護委員や伊丹市人権・同和教

育研究協議会等の市民団体の参画や協働を得て、人権に関わる様々な活動を展開していま

す。 

 

１．人権全般 

本市の人権尊重のまちづくりをより一層推進するため、「伊丹市人権教育・啓発推

進に関する基本方針」を令和 4（2022）年 6月に改訂しました。基本方針の改訂に伴

い、周知及び理解促進のための市民・職員・教職員向け人権啓発研修会の実施や、同

基本方針の概要版及び人権啓発冊子を作成しイベント時に配布するなど、様々な手

法や機会を通じて啓発しました。 

人権教育指導員の派遣においては、前年度に比べて派遣回数が伸び、市民への人権

教育・啓発を推進しました。 

 

  ①差別を許さない都市宣言制定記念市民集会 

所管課 人権教育室 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

明るく住みよいまちづく

りを推進するために、以下

の取組を実施。 

・2年ぶりに対面による集会

を開催。 

・入賞した児童生徒の人権

作文の朗読及び表彰に加

え、性の多様性に関する記

念講演を実施。「演題 LGBT

とジェンダー・セクシュア

リティを巡る人権課題 講

師 仲岡しゅん（うるわ総

合法律事務所 弁護士）」参

加者数 78 人。 

（成果） 

人権作文の発表や講演会

を通して、命の大切さや性

の多様性について広く市民

に啓発することができた。 

（課題） 

差別を許さない都市宣言

の認知をさらに市民に広げ

るとともに、様々な人権課

題について学ぶ機会として

の啓発活動が必要である。 

差別を許さない都市

宣言の市民認知をさら

に広げ、多くの市民の参

加が得られるよう工夫

した啓発を行っていく。  

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策  (3)、(4) 
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  ②第 18 回人権フェスティバル 

所管課 同和・人権・平和課/人権啓発センター/人権教育室 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 同和問題をはじめとする

様々な人権問題を身近な問

題として捉えることができ

るよう、市民に広く啓発す

るため、以下の取組を実施。 

・第 18 回人権フェスティバ

ルのテーマ「であい、知る、

見つめなおす」を実施。 

・同和問題の現状や課題に

ついての人権講演会「演題 

取り組みの立脚点は差別の

現実-問われているのは基

本認識- 講師 奥田均（近

畿大学名誉教授）」を実施。

参加者数 104 人。 

・市民団体や人権啓発セン

ター等によるパネルや各種

資料を展示（10 月 29 日～11

月 4日）。参加者数 123 人。 

（成果） 

講演会場の人数制限を前

年より緩和し、より多くの

市民が講師と「対面で」人権

学習することができ、当事

業のテーマ「であい、知る、

見つめなおす」を実践する

ことができた。 

（課題） 

 コロナ禍で事業規模を縮

小せざる得ない状況が続い

ていたが、従来の企画（グル

ープワーク、ウォークラリ

ー）や新しい企画について

も、実行委員会の中で検討

する必要がある。 

市民が集い、人権につ

いて学び、語り合える啓

発事業となるよう、実行

委員会と連携し実施す

る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策  (3)、(4) 

 

  ③人権啓発標語 

所管課 人権教育室 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

すべての人々の人権が尊

重され、平和で豊かな「人権

の世紀」にふさわしい人権

文化に満ちたまちづくりの

ために、以下の取組を実施。 

（成果） 

人権問題を自分のことと

して捉え、理解を深める機

会を提供することができ

た。 

市民への募集を広く

呼びかけていく。人権啓

発標語ポスターを学校

園や施設など各所に掲

示するとともに、団体等
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・様々な人権問題について、

市民への人権意識を高める

人権啓発標語の募集。 

応募数 2,283 件 

（課題） 

市民や企業からの応募数

の増加やより多くの市民へ

の啓発が必要である。 

に呼びかけ、啓発をして

いく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

  ④人権作文・ポスター 

所管課 人権教育室 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

人権尊重の重要性、必要

性についての理解を深める

とともに、豊かな人権感覚

を身につけるために、以下

の取組を実施。 

・様々な人権問題について、

小・中学生が人権作文やポ

スターの表現活動に取り組

み人権作文・ポスターを募

集。 

作文応募数 5,354 件。 

ポスター応募数 931 件。 

・入選作品については「人権

週間記念作文集」に収録し、

幼児児童生徒を通じて家庭

へ配布する等、学習・研修資

料として積極的に活用。 

・人権ポスター・人権啓発標

語入賞作品展をことば蔵ギ

ャラリーにて開催。 

（成果） 

 人権尊重の重要性や多様

性を認め合い、理解を深め、

豊かな人権感覚を身に着け

る機会の提供となった。 

（課題） 

 児童生徒に加え、市民へ

の周知と啓発を図っていく

必要がある。 

 計画的に、教職員や児

童生徒への周知と募集

を働きかけるとともに、

市民に対して「差別を許

さない都市宣言制定記

念市民集会」への参加を

促す取組や人権週間に

入選作品を周知・活用

し、掲示や啓発を行って

いく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

  ⑤人権教育指導員 

所管課 人権教育室 
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実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

幼児期の教育、学校教育

ならびに家庭・地域・社会教

育において、人権教育・啓発

の推進と人権尊重の意識の

高揚を図るための指導助言

にあたるため、以下の取組

を実施。 

・就学前教育、学校教育の教

職員研修会や児童生徒への

学習会、および企業等の研

修会に、人権教育指導員を

講師や助言者として派遣。

派遣回数 79 回。 

（成果） 

引き続きコロナの影響に

より、感染対策を講じての

開催であったが、様々な人

権問題に対しての研修会や

講演会を実施し、市民の人

権意識を高めていくことが

できた。 

（課題） 

 様々な機会を通して、さ

らに派遣制度を活用しても

らえるよう周知をしていく

必要がある。 

 「人権教育指導員派遣

のしおり」を公共施設に

付置することやイベン

ト等での配布やホーム

ページを活用する周知

とともに、学校・地域・

団体などに呼びかけ、指

導員の派遣事業を推進

していく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (3)、(4) 

 

  ⑥人権啓発推進委員 

所管課 人権教育室 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

地域における様々な人権

課題の啓発を推進するた

め、以下の取組を実施。 

・地域において、啓発活動に

取り組む市民を人権啓発推

進委員として委嘱。委員そ

れぞれの地域における研修

会の企画及び推進委員の勉

強会の開催。開催回数 3回。 

（成果） 

 コロナの影響により、感

染対策等を工夫し、人権啓

発推進委員の勉強会を開催

し、人権を学ぶ機会を提供

することができた。 

（課題） 

 人権啓発に関して、様々

な人権問題についての現状

と課題について学ぶ勉強会

の内容の充実と工夫が必要

である。 

 各地域の人権啓発に

関する実態を把握して

いく。 

人権啓発推進委員の

人権意識を高める勉強

会の開催を実施してい

く。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 
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人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

  ⑦視聴覚教材の貸出 

所管課 人権啓発センター/人権教育室 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

271030 人権啓発センター管理運営事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 市民等が人権を知る・学

ぶための資料提供を目的と

して、以下の取組を実施。 

・視聴覚機器の貸出。 

貸出回数 23 件 

・視聴覚教材の貸出 

学校・家庭・地域・職場等で

の自主的な人権学習の教材

として、啓発ビデオ・DVD の

貸出。 

・「LGBTQ」「職場のハラスメ

ント」に関する教材を新規

購入し、ライブラリーを充

実。 

（人権啓発センター） 

利用件数    27 件 

（人権教育室） 

利用件数  86 件 

（成果） 

LGBT などの性的マイノリ

ティ、感染症差別に関する

教材利用が全体の約半数を

占めており、多くの団体・市

民が当ライブラリーを活用

し、新たな人権課題につい

て学習することができた。 

（課題） 

今後も様々な人権課題に

対応した教材の収集を行う

とともに、貸出事業（ライブ

ラリー）の更なる PR を行う

必要がある。 

市民が幅広く人権学

習ができるよう、教材の

充実とライブラリーの

存在を PR し、家庭や地

域等での自主的な人権

学習の機会を提供し、利

用者の増加を図ってい

く。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

  ⑧平和推進事業 

所管課 同和・人権・平和課 

実施施策 291 多文化共生・平和の推進 

事務事業 291050 平和啓発事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

平和の尊さを伝えるた

め、以下の取組を実施。 

(成果) 

多様な方法で平和事業を

多様な方法で平和啓

発を行うとともに、若い
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・パネル展、講演会、映画会、

カリヨンコンサートなど、

多様な平和事業を開催。延

べ参加者数等 2,513 人（通

年）。 

・夏の平和事業を取りまと

めた、リーフレット「平和を

考える夏」を児童生徒に情

報提供した他、公共施設等

に配布（7月）。 

・「広報伊丹」への市民の戦

争体験の記事を掲載（8 月）。 

・弾道ミサイル発射に対す

る抗議文の発送。 

・ロシアのウクライナ侵攻

を受け、カリヨンライトア

ップ、ウクライナ国歌の演

奏を実施（3 月）。 

開催し、市民に平和の大切

さを啓発することができ

た。 

(課題) 

次世代への平和意識の継

承が課題である。 

世代に平和の大切さを

継承できるような取組

を行う。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

  所管課 図書館 

実施施策 262 図書館サービスの充実 

事務事業 262013 図書館本館・西分室管理運営事業 

262020 図書館南分館管理運営事業 

262030 図書館北分館管理運営事業 

262040 図書館神津分館管理運営事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

平和の尊さを伝えるた

め、以下の取組を実施。 

・戦争や平和に関する図書

展示や、平和に関する絵本

のおはなし会（3 回、計 16

人参加）を実施。 

（成果） 

毎年の恒例行事として、

市民に平和の尊さを伝える

ことができた。 

（課題） 

様々な広報媒体でPRを行

っているが、参加者数が少

なくなっている。 

平和啓発を進め、市民

認知を広げるべく事業

を推進する。多くの市民

に参加いただける事業

となるよう検討を行い、

引き続き平和の尊さを

伝えていく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 
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人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 公民館 

実施施策 261 多様な学習機会の提供 

事務事業 261050 講座等生涯学習活動支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

平和の大切さの意識向上

を図るため、以下の取組を

実施。 

・平和写真展（7月‐8月）

1,399 人参加。 

・オンライン講演会（7月）

9 人参加。 

・平和映画会（7月）8 人参

加。 

・平和ワークショップ（7月）

15 人参加。 

・オンライン平和ガイドツ

アー（8月）13 人参加。 

（成果） 

ワークショップを実施

し、子どもと大人が一緒に

平和について考えることが

できた。 

（課題） 

より市民の関心の高いテ

ーマに設定が必要である。 

ウクライナ・ロシア戦

争をテーマにした展示

や講演会等を実施する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

⑨人権相談 

所管課 同和・人権・平和課/人権啓発センター/市民相談課 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271030 人権啓発センター管理運営事業 

271050 人権擁護・相談支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

人権に関する様々な相談

に対応するため、以下の取

組を実施。 

・人権センター窓口・電話に

おいて、市民からの様々な

生活相談、人権相談に対応。

行政サービスや制度等の情

報提供を行い、必要に応じ

て関係部局・機関と連携し

（成果） 

人権相談が市民にとって

身近な相談窓口となるよ

う、様々な手法を通じて啓

発し、市民へ周知すること

ができた。 

市民からの相談に対し、

適切な情報提供と関連部局

等との連携を行い、支援す

 複合的な相談に対応

するため、研修会に参加

するとともに、人権や福

祉・税金などの行政情報

を把握し、職員の相談対

応能力の向上を図りな

がら、市民が安心して気

軽に相談できる窓口を

めざす。 
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て、問題解消に向けた支援

を実施。相談件数 158 件。 

・人権擁護委員による人権

相談を予約制（月 2 回）で実

施（場所は人権啓発センタ

ー、市民相談課）。延べ相談

件数 2件。 

・人権擁護委員による特設

人権相談や、子どもの人権

110 番などを市広報で周知

啓発。 

・人権擁護委員と連携して、

啓発マグネットシートを市

公用車に貼付。 

・市内公共施設にカードス

タンドを設置。 

ることができた。 

（課題） 

複合的な相談に対応する

ため、様々な人権問題につ

いての知識や情報を更新し

ていく必要がある。 

市民に身近な相談窓口と

して啓発していく必要があ

る。 

 人権に関するイベン

トなどと連携した特設

相談窓口を実施するな

ど、市民に身近な相談窓

口として広く市民に啓

発していく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 

 

   ⑩全庁的な推進体制 

所管課 同和・人権・平和課 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271010 人権施策推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

全庁的な体制で「伊丹市

人権教育・啓発推進に関す

る基本方針」の推進を図る

ため、以下の取組を実施。 

・審議会の答申やパブリッ

クコメント等での意見を受

け、伊丹市人権教育・啓発推

進に関する基本方針を改訂

（6月）。 

・人権啓発冊子「人権ってな

ぁに？」を作成し、配布（9

月）。 

・基本方針の改訂に伴い、周

知及び理解促進のための市

（成果） 

本市の人権尊重のまちづ

くりを一層推進するために

基本方針を改訂し、様々な

手法を通じて広く市民・職

員に改訂内容や身近な人権

問題の現状や課題について

周知することができた。 

本市における人権教育・

啓発の着実な推進を図るた

め、「人権教育・啓発白書」

の様式を見直し、次年度の

人権教育・啓発に活かすこ

とができた。 

 改訂した基本方針の

体系に基づく「人権教

育・啓発白書」の事業内

容等について、具体的に

記載するなどの改善を

図り、事業を実施してい

くことができるよう、関

係所管課と連携してい

く。 
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民・職員・教職員向け人権啓

発研修会を実施（7、2月）。

7月「演題 多様化する人権

問題の現状と課題 講師 

石元清英（伊丹市人権教育・

啓発施策審議会会長、関西

大学名誉教授）」参加者数90

人、2月「演題 学校現場に

おける人権教育～部落問題

をどう語り、伝えるのか～ 

講師 同上」参加者数74人。 

（課題） 

 改訂した基本方針の体系

に基づく「人権教育・啓発白

書」の様式を改善し、人権教

育・啓発の推進のため、事業

の調整や課題を共有しなが

ら、更なる連携を図ってい

く必要がある。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 

 

所管課 研修厚生課 

実施施策 632 人材育成 

事務事業 632020 職員研修事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

市職員の人権意識・知識

の向上のため、以下の取組

を実施。 

・新規採用職員対象の人権

研修（人権啓発センター所

長を講師とし、伊丹市人権

教育・啓発推進に関する基

本方針をもとに、人権問題

とは何か、等についてワー

クを通じて学ぶ）を実施（4

月）。参加者数 45 人。 

・新任主査対象の人権研修

（外部講師による「多様化

する人権問題の現状と課

題」を受講）を実施（7 月）。

新任主査参加者数 67 人。 

（成果） 

新規採用職員及び新任主

査級職員の人権意識・知識

の向上を図ることができ

た。 

（課題） 

毎年実施する内容をどの

ように設定するか検討が必

要である。 

同和・人権・平和課と

内容や実施方法を調整

しながら実施し、職員の

人権意識・知識の向上を

図る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(4) 
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所管課 学校指導課 

実施施策 244 教職員の資質向上 

事務事業 244030 教職員指導力研修等事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

教職員の人権意識・知識

などの資質向上のため、以

下の取組を実施。 

・各小中特別支援学校人権

教育担当者と総合教育セン

ター合同開催の人権教育研

修会の実施（7月）。 

・各中学校ブロック別人権

研修会の実施。 

・東中ブロック：研修会(情

報モラル、障がい)、授業公

開（性の多様性）。 

・西中ブロック ：研修会（平

和学習、児童理解、障がい、

性の多様性)。 

・南中ブロック：研修会（性

の多様性、子どもの人権）授

業公開（様々な人権につい

て）。 

・北中ブロック：研修会（性

の多様性）授業公開（多文化

共生、様々な人権）。 

・天中ブロック：研修会（性

の多様性、障がい）授業公開

（様々な人権）。 

・松中ブロック：研修会（生

命の大切さ、仲間づくり）授

業参観(様々な人権)。 

・荒中ブロック：研修会(障

がい、情報モラル、多文化共

生)授業公開（障がい）)。 

・笹中ブロック：研修会(情

報モラル、部落問題、仲間づ

くり、性の多様性）授業公開

（様々な人権、仲間づく

り）。 

（成果） 

コロナ禍においても可能

な形で研修を実施すること

ができた。中学校ブロック

別の人権研修会において

は、各小中学校の状況に応

じた研修内容を主体的に設

定・実施し、人権意識・知識

の向上を図ることができ

た。 

（課題） 

様々な人権問題について

研修を進めることができる

ように、今後も関係課等で

連携する必要がある。 

引き続き関係課等と

連携しながら、様々な人

権問題の解決に向けて、

人権教育・啓発の推進に

つながる研修を実施す

る。 
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伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(4) 

 

所管課 幼児教育推進課 

実施施策 244 教職員の資質向上 

事務事業 244030 教職員指導力研修等事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 教職員の人権意識・知識

などの資質向上のため、以

下の取組を実施。 

・同和・人権問題に対する正

しい理解を広げるため、以

下の取組を実施。 

・伊丹市人権・同和教育研究

協議会就学前教育部会の全

体研修会を 5月に実施。 

・公立認定こども園、公立幼

稚園および公立保育所(園)

において、部落差別問題や

子どもの人権等について学

び、自らを振り返り、人権意

識の見直しのため、ブロッ

ク研修会及び職場人権研修

を実施。 

(成果) 

コロナ禍においても、各

園所で DVD や書面を活用し

て、また対面での研修を実

施し、人権意識・知識の向上

を図ることができた。 

(課題) 

研修での学びを、人権を

大事にする教育・保育実践

につなげられるような、各

施設における担当者のファ

シリテーションスキルの育

成が課題である。 

伊丹市人権・同和教育

研究協議会就学前教育

部会各ブロックにおい

て、ブロック長を中心に

効果的な研修方法や題

材などについて情報交

換を行う。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(4) 

 

⑪人権啓発センターの取組 

所管課 人権啓発センター 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271030 人権啓発センター管理運営事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた

R5(2023)年度の取組 

市民の人権意識を高める

ため、以下の取組を実施。 

・あらゆる世代を対象とし

た、地域の人権啓発の拠点

（成果） 

部落差別をはじめとした

様々な人権問題について、

市民団体等と連携しなが

時代の流れに沿った

人権問題に焦点を当て

た事業の実施や、来館者

が人権の歴史等を学べ
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として各種事業を実施。 

・人権文化市民講座・啓発事

業（人権フェスティバル・人

権啓発パネル展等）。 

・人権文化啓発等委託事業

（高齢者給食会、人権生活

相談、伝統文化継承事業

等）。 

・児童館事業（ひだまりひろ

ば［未就学児］、ニコニコ広

場［小学生］、ワイワイ広場

［中学生］）。 

ら、学び・語り合い・交流す

る場を提供した。 

（課題） 

事業（イベント）内容の充

実だけではなく、来館者が

いつでも人権学習できる手

法の拡充を検討する必要が

ある。 

る常設展示コーナーを

市民団体等と協働して

設置する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 
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２．身近な人権問題 

（１）女性の人権 

固定的性別役割分担意識の解消をはじめとする男女共同参画を推進していくため、

第 3期計画の概要版及び男女共同参画啓発リーフレットの作成・配布や、拠点施設で

ある男女共同参画センターの多様な事業の実施など、様々な手法や機会を通じて、啓

発しました。 

学校では児童生徒に対して、日常生活に潜む固定的な男女のあり方に気付くこと

ができる男女共生教育を推進しました。 

DV の防止等については、DV 被害者に寄り添った支援や、DV加害者をテーマとした

研修会の実施、自助グループの育成を行いました。啓発事業においては、市内の高等

学校の生徒に対してデート DV講演会を実施するなど、人権教育・啓発及び人権擁護

に取り組みました。 

 

所管課 男女共同参画課 

実施施策 281 男女共同参画の推進 

事務事業 281013 男女共同参画施策推進事業 

281020 男女共同参画啓発事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 固定的性別役割分担意識

の解消をはじめとする男女

共同参画を推進していくた

め、以下の取組を実施。 

・令和 3（2021）年度に策定

した第 3 期伊丹市男女共同

参画計画の啓発資料とし

て、第 3 期計画概要版と男

女共同参画啓発リーフレッ

トを作成、配布。 

・市内事業所である株式会

社パウレックと社会福祉法

人 ジェイエイ兵庫六甲福

祉会を男女共同参画推進事

業所として表彰。 

・市内の事業者と伊丹市男

女共同参画推進ネットワー

ク事業によりワークショッ

プ等を実施。また、事業所向

けに株式会社サイボウズに

よる「100 人 100 通りの働き

（成果） 

 幅広く市民、事業者に向

けて、啓発事業を実施し、男

女共同参画社会の形成を推

進した。 

（課題） 

成果にもあるように様々

な市民、事業者に向けて、啓

発事業を実施したものの、

若年層向けの啓発事業につ

いては、直接的な啓発の実

施がない。 

若年層向けに男女共

同参画についての啓発

を推進するために、学校

等の教育機関と連携し

ながら、啓発事業を実施

していく。 
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方」をテーマに講演会を実

施。参加者数 22 人。 

・男女共同参画センター開

設3周年記念講演会として、

「女もつらいよ、男もつら

いよ」として男性学をテー

マに講演会を実施。参加者

数 58 人。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (3) 

 

所管課 男女共同参画課 

実施施策 281 男女共同参画の推進 

事務事業 281030 男女共同参画センター管理運営事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 幼少期から大人まで、あ

らゆる年代に対して男女共

同参画を啓発するため、以

下の取組を実施。 

・男女共同参画センターこ

こいろを拠点として、男女

共同参画の推進や女性への

暴力をはじめとするあらゆ

る暴力の防止、女性のため

の就労支援、心と身体の健

康等をテーマに各種事業を

実施。 

・男女共同参画センターに

おいて女性を対象とした以

下の各種相談を実施。 

電話相談（171 件） 

法律相談（30 件） 

カウンセリング（175 件） 

就労支援相談（25 件） 

チャレンジ相談（32 件） 

（成果） 

男女共同参画センターの

各種事業の実施により、着

実に利用者が増えている。

また、市民交流事業の継続

的な実施により、男女共同

参画センターの拠点施設と

しての機能が定着しつつあ

る。 

（課題） 

 利用者が増えているもの

の更なる利用促進に向けた

啓発事業や相談事業の充実

や利便性の向上を図る必要

性がある。 

男女共同参画センタ

ーの指定管理者と定期

的に打ち合わせを行い、

利用者の声に耳を傾け

ながら時勢を捉えた啓

発事業や情報発信にな

るように協議していく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (3) 



18 

 

 

所管課 男女共同参画課 

実施施策 282 DV 防止対策の推進 

事務事業 282010 DV 対策事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 DV の防止と被害者の早期

発見など、DV 防止の啓発の

ため、以下の取組を実施。 

・配偶者暴力支援センター

による被害者支援を実施

（相談件数 899件うち DV相

談 812 件）。 

・市立伊丹高等学校及び県

立阪神昆陽高等学校の生徒

に対するデートDV講演会を

実施。「演題 対等な関係を

つくろう ～デート DV を防

止するために 講師 ウィ

メンズネット・こうべ」参加

者数 565 人。 

・被害者支援に関わる職員

に対するDV防止セミナーと

して、DV 加害者をテーマと

した研修を実施。「日本の DV

を取り巻く環境、DV 加害者

と対峙した時の心構えや気

を付けるポイントなど」参

加者数 38 人。 

・女性への暴力をなくす週

間（R4.11.12～11.25）にパ

ネル展等の啓発事業の実

施。 

・自助グループ育成のため

の連続講座及びグループカ

ウンセリングを実施。参加

者数 26 人。 

（成果） 

専門的な知識をもつ相談

員による助言や同行支援を

実施し、安全かつ安心に相

談できる体制のもと、被害

者に寄り添った支援を実施

した。 

若年層向けのデートDV講

演会、DV 施策等関係課に対

する専門的な研修、一般市

民向けのパネル展、ＤＶ被

害者のためのグループカウ

ンセリング等、様々な対象

に向けて啓発事業等を実施

し、DV を許さない社会づく

りを推進した。 

（課題） 

DV を家庭内の問題と捉え

る傾向や、その背景にある

固定的性別役割分担意識が

依然として残っている。ま

た、自助グループについて

は、立ち上げまでには至ら

なかった。 

市民一人ひとりの人

権意識を高め、DV をはじ

め様々な暴力を許さな

いという意識を持つこ

とが出来るよう粘り強

く啓発に取り組む。 

時期の見直しや手法

を工夫し、自助グループ

の育成支援に取り組む。 

 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 
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所管課 学校指導課 

実施施策 244 教職員の資質向上 

事務事業 244030 教職員指導力研修等事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

男女共生教育の推進のた

め、以下の取組を実施。 

・「男女共生教育ハンドブッ

ク」「男女共同参画の視点か

ら考える表現ガイドライ

ン」の活用等を含む、人権教

育担当者会の実施（6月）。 

・性別にとらわれない考え

方について確認することを

含むキャリア教育担当者会

の実施（6月）。 

・毎日の生活に何気なく組

み込まれている男女のあり

方に気付くことができるよ

うな男女共生教育の推進

（通年）。 

（成果） 

小・中学校の人権教育担

当者会にて、年度当初に男

女共生に関する資料の確認

を行うことや、キャリア教

育担当者会にて、性別にと

らわれない考え方について

確認し、取組を進めていく

ことについて共通理解する

ことができた。 

（課題） 

今後も性別にとらわれる

ことなく、一人ひとりが力

を発揮できるよう、継続し

て男女共生の視点に立った

教育に取り組む必要があ

る。 

男女の人権を尊重す

る、男女共生の視点に立

った教育を今後も継続

して推進していくとと

もに、人権教育担当者会

やキャリア教育担当者

会等の教職員への研修

の継続と保護者への啓

発に努める。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 
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（２）子どもの人権 

子どもの発達段階に応じた人権教育を通じて、子どもの権利の趣旨を踏まえた学

習の実施や、いじめ防止フォーラムの実施、子どもの権利条約の冊子の配布など、子

ども自身が考え学ぶことができるよう取り組みました。 

また、子ども家庭総合支援拠点事業や、子どもと保護者の悩み相談事業などの問題

を抱える児童生徒とその保護者の相談支援窓口事業など、様々な手法や機会を通じ

て広く啓発し、相談者に寄り添った支援を行い人権擁護に取り組みました。 

 

所管課 学校指導課 

実施施策 241 知・徳・体の調和のとれた児童生徒の育成 

事務事業 241180 伊丹市生徒会活性化推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

子どもの権利に関する教

育・啓発の推進のため、以下

の取組を実施。 

・児童生徒の実態に即し、総

合的な学習の時間や特別の

教科道徳で、子どもの権利

の趣旨を踏まえた学習の実

施（各学校において実施）。 

・各中学校の生徒会の代表

者が参加する「伊丹市中学

校生徒会リーダーズセミナ

ー」の実施（8月）。 

・いじめ防止フォーラムに

おいて小中高校生が参加

し、アンケートの内容やい

じめの未然防止等について

意見交流を実施（11 月）。 

（成果） 

権利そのものについての

学習や自治的、協働的な活

動の中で子どもの権利に関

して実感を伴った理解を深

めることができた。 

子どもたちの意見を発表

するなど子どもたちの声を

聞く機会を持つことができ

た。 

（課題） 

子どもたちが権利や義務

について主体的に考え、自

他の権利を尊重できるよう

な取組を進める必要があ

る。 

中学校生徒会リーダ

ーズセミナーやいじめ

防止フォーラムのよう

な自治的、協働的な活動

や特別の教科道徳を中

心とした学習活動を継

続し、自他の権利や果た

すべき義務に関する取

組を進める。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 学校指導課 

実施施策 241 知・徳・体の調和のとれた児童生徒の育成 

事務事業 ― 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

人権教育を通じて子ども （成果） 人権教育担当者や生
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の人権侵害の防止を図るた

め、以下の取組を実施。 

・人権教育は教育活動全般

を通じて行うものとの認識

をもとに、各小中学校にお

いて、人権教育推進全体計

画の作成（4 月）。 

・上記人権教育推進全体計

画を小中特別支援学校人権

教育担当者会にて共有した

情報交換の実施（6 月）。 

・生徒指導担当者会におい

て、いじめ、児童虐待、不登

校、SNS やスマートフォンの

使用によるインターネット

上の人権侵害について等、

情報交換や研修の実施（4

月、5月、6月、7 月、9月、

10 月、11 月、1 月、2 月）。 

・市内小・中・高等・特別支

援学校の全児童生徒に、「み

んなで学ぼう！子どもの権

利条約」のパンフレット（電

子版）の配布（7月）。 

人権教育推進全体計画を

もとに、各小中学校におい

て組織的、計画的に実施す

ることができ、子どもの人

権教育を推進することがで

きた。 

人権教育担当者会、生徒

指導担当者会において、子

どもたちの人権の尊重につ

ながる情報交換や研修を充

実させることができた。 

子どもの権利条約の冊子

を配布したことで、人権参

観での実践や、子どもの人

権作文の作品応募等につな

がり、啓発に努めることが

できた。 

（課題） 

引き続き、子どもの権利

を尊重した取組の推進や教

職員への研修を行う必要が

ある。 

徒指導担当者会等を中

心に、子どもたちの人権

尊重につながる取組の

推進及びより効果的な

取組に関する情報提供

や情報交換を行う。 

2022 年 12 月に改訂さ

れた生徒指導提要の趣

旨に関する研修を行う

等子どもの権利に関す

る児童生徒への情報提

供についても継続して

行う。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (2) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 学校指導課 

実施施策 241 知・徳・体の調和のとれた児童生徒の育成 

事務事業 241200 小学生の自然体験事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

子どもの発達段階に応じ

た人権教育の推進のため、

以下の取組を実施。 

・各学校園において、「伊丹

市人権教育基本方針」に沿

って、命を大切にする心や

自尊感情等「生きる力」を育

（成果） 

幼児児童生徒の発達段階

や実態に応じて教育活動全

体を通じた学習を通じて、

命を大切にする心や自尊感

情等を育むことができた。 

身近な自然環境を大切に

「生きる力」を育成す

るため、体験活動だけで

なく、事前・事後学習に

ついても計画的、意図的

に行い、教育効果を高め

る取組を進める。 

総合的な学習の時間
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成するため、幼児児童生徒

の発達段階や実態に応じて

教育活動全体を通じた学習

の実施（通年）。 

・各小学校において、自然体

験活動を通して、命を大切

にする心や自然を大切にす

る心情を養う事業の実施。 

・各小学校において、アイマ

スクと白杖を使ったり、車

いすを使って移動したりす

る体験活動を通して、共に

生きる社会についての学習

（各小学校において実施）。 

守っていこうとする心情を

育むことができた。 

（課題） 

引き続き事前指導、事後

指導を含めて活動内容を充

実させるとともに、教育効

果を高めることを意識した

取組を充実させる必要があ

る。 

やすべての教育活動を

通じて、共に生きる社会

についての学習を進め

る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 学校指導課 

実施施策 241 知・徳・体の調和のとれた児童生徒の育成 

事務事業 241170 伊丹市いじめ・不登校総合対策推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

いじめ問題への対応のた

め、以下の取組を実施。 

・いじめ防止対策推進法に

基づき、平成 26(2014)年 4

月に「伊丹市いじめ問題対

策連絡協議会等条例」を定

め、「伊丹市いじめ防止等対

策審議会」や「伊丹市いじめ

問題対策連絡協議会」、「伊

丹市いじめ問題に関する第

三者調査委員会」を設置し、

これらの組織を活用しなが

ら、全市的にいじめ防止等

のためのより実効的な対策

の推進（通年)。 

・「伊丹市いじめについて考

える強化月間」として、「だ

（成果） 

「いじめ防止フォーラ

ム」をはじめ、様々な取組を

実施し、いじめ防止に関し

て、市民や子どもが自ら考

える機会を提供することが

できた。また、市民や子ども

の声を取組に反映すること

ができた。 

（課題） 

いじめ防止の取組につい

て、さらに市民や子どもの

声を反映させる必要があ

る。積極的認知を進めると

ともに、未然防止の取組を

強化し、認知件数を減らす

取組を並行して行う。 

いじめの未然防止、早

期発見、早期対応の取組

を推進する。教職員のい

じめに対する対応力向

上のための研修会等を

実施する。子どもの声を

反映させたいじめアン

ケートを実施し、早期対

応に努めるとともに、傾

向を把握し、未然防止の

取組に生かす。 

いじめ防止等対策審

議会を開催し、いじめ問

題への取組の充実を図

る。 
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んらんホリデー」チラシへ

のいじめに関する記事の掲

載（7 月）。 

・様々な立場の方々が参加

する「伊丹市いじめ防止フ

ォーラム」を開催し、市民総

がかりでいじめに向きあ

い、協議する場の設定（11

月）。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 

 

所管課 学校指導課 

実施施策 243 特別支援教育の推進 

事務事業 243010 伊丹特別支援学校活性化事業 

243040 特別支援教育推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

障がいのある児童・生徒

への支援のため、以下の取

組を実施。 

・学校における医療的ケア

の体制整備に努めるととも

に、「今後の特別支援教育の

あり方」（基本方針）に基づ

き、個々の児童生徒の教育

的ニーズに応じた支援の実

施（通年）。 

・伊丹特別支援学校におい

て、障がいのある子どもに

適切な指導・支援を行うた

めの地域のセンター校とし

て実践的な研修の実施。市

内教員の専門性の向上を図

るとともに、コンサルテー

ションを実施（通年）。 

（成果） 

これまで保護者が来校

し、医療的ケアを行ってい

ただいていた市内２校の小

学校に在籍する２名の医療

的ケア児が、令和４年度か

ら訪問看護ステーションと

の委託により、学校へ看護

師を派遣することで、保護

者の付添いがない中におい

ても、安心安全な学校生活

を送ることができた。 

個別の教育支援計画や個

別の指導計画の作成及び活

用を啓発することで、通常

学級における支援が必要な

児童生徒のサポートファイ

ル作成数が増加した。 

（課題） 

令和 4(2022)年 4 月文部

科学省通知「特別支援学級

学校における医療的

ケアの体制整備に努め

るとともに、「今後の特

別支援教育のあり方」

（基本方針）に基づき、

個々の児童生徒の教育

的ニーズに応じた支援

をする。 

伊丹特別支援学校に

おいては、障がいのある

子どもに適切な指導・支

援を行うために、地域の

センター校として実践

的な研修を実施し、市内

教員の専門性の向上を

図るとともに、コンサル

テーションを実施し、市

内学校園をサポートす

る。 
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及び通級による指導の適切

な運用について」に基づき、

インクルーシブ教育システ

ムの充実に取り組む必要が

ある。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 

 

所管課 学校指導課 

実施施策 242 教育相談・支援体制の充実 

事務事業 242020 ＳC・ＳＳＷ活用事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

問題を抱えている児童生

徒やその保護者等の相談・

支援のため、以下の取組を

実施。 

・スクールカウンセラーを

全市立小・中・高等学校に配

置し、児童生徒をはじめ教

職員や保護者のカウンセリ

ング及びカウンセリング・

マインド研修や教育プログ

ラムの実施（通年）。 

・社会福祉士または精神保

健福祉士の資格を有するス

クールソーシャルワーカー

を教育委員会事務局に 4 人

配置し、不登校、虐待、問題

行動等の背景にある学校、

家庭における環境改善、課

題解決に向け、関係機関と

連携した取組の推進（通

年）。 

（成果） 

各小中高等学校におい

て、教職員向けのカウンセ

リング・マインド研修及び

児童生徒または保護者向け

の教育プログラムを、それ

ぞれ年間 2 回以上実施し、

心のケアの充実に努めるこ

とができた。 

（課題） 

いじめ、不登校、問題行

動、虐待等の子どもたちを

取り巻く様々な課題につい

て、心理面、環境面からの支

援を充実させる必要があ

る。 

引き続き、心の専門家

であるスクールカウン

セラーや福祉の専門家

であるスクールソーシ

ャルワーカーを活用し、

関係機関と連携しなが

ら相談体制の充実を図

る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 
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所管課 こども福祉課 

実施施策 211 子どもの虐待防止体制の整備 

事務事業 211020 児童虐待防止事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 児童虐待の防止を図るた

め、以下の取組を実施。 

・伊丹市要保護児童対策地

域協議会のもと、代表者会

議・実務者会議をそれぞれ

開催するとともに、個別ケ

ース検討会議（88 回、）、協

議会の構成員を対象とした

児童虐待対応専門研修会（1

回、64 人）を実施。児童虐

待報告を 279 件受理し、処

遇検討会議を開催して早期

に対応。 

・周知啓発として、児童虐待

防止推進月間中に「広報伊

丹」に虐待防止啓発の特集

を掲載。子育てに悩む保護

者を対象とした市民向け講

座（2 回、87 人参加）を実

施。 

・対応に苦慮するケースに

対する適切な対応方法や機

関連携のあり方について、

スーパーバイザーを招聘。

スーパービジョン回数 14

回。 

（成果） 

関係機関と児童虐待の防

止、再発への支援に努める

ことができた。 

 関係機関へ児童虐待の理

解を深めてもらうための研

修会を実施し、虐待に対す

る理解を深めることができ

た。 

 児童虐待は前年度に比べ

減少しているが、認知した

虐待については、早期対応

に努め、必要に応じて川西

こども家庭センターと連系

し、適切な対応を図ること

ができた。 

 市民向け講座を実施した

ことで、児童虐待防止の啓

発に繋げることができた。 

（課題） 

 児童虐待のおそれのある

児童から困難を抱える妊産

婦など、幅広い相談に適切

に対応するため、職員の更

なる資質向上が課題であ

る。 

児童虐待においては、

早期発見・早期支援の対

応が求められるので、今

後も各関係機関と協力・

連携し支援を行ってい

く。 

 研修会を開催するこ

とで、各関係機関の虐待

に対する理解を深める

ことができ、早期発見に

つながるものと考えて

いるので、継続してい

く。 

 市民向けの講座につ

いても、虐待防止の啓発

活動として、継続してい

く。 

スーパーバイザーを

定期的に招聘し、対応に

ついての検証や助言を

受け、職員の資質向上を

図っていく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(4) 

 

所管課 こども福祉課 

実施施策 211 子どもの虐待防止体制の整備 

事務事業 211071 子ども家庭総合支援拠点事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 
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 問題を抱える子どもやそ

の保護者の相談・支援のた

め、以下の取組を実施。 

・子ども家庭総合支援拠点

では、児童虐待等子どもを

取り巻くさまざまな問題に

対し、家庭その他からの相

談に応じ、必要な援助を実

施。 

（成果） 

令和 3（2021）年度より、

子ども家庭総合支援拠点事

業を開始した。人員を増員

したことにより、常時相談

対応できる支援体制が強化

され、相談件数の増加に対

しても適切に対応すること

ができた。 

（課題） 

多様化・複雑化する相談

に対応できるよう、職員の

資質向上を継続して行う必

要がある。 

児童福祉法が改正された

ことに対し、対応が必要で

ある。 

相談内容は多岐に渡

り、様々な内容となって

いるため、今後も継続し

て、職員の資質向上を図

り、相談体制を維持して

いく。 

また、児童福祉法の改

正に対応するため、国や

県の動向を注視してい

く。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 ― 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(4) 

 

所管課 こども福祉課 

実施施策 211 子どもの虐待防止体制の整備 

事務事業 211050 子育て支援ヘルパー派遣事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

困難を抱える子育て家庭

への支援のため、以下の取

組を実施。 

・疾病等により養育と家事

の両立が困難な家庭に対し

て、児童虐待防止の観点か

ら利用を促し、育児支援を

実施。 

（成果） 

ヘルパーを派遣し、適切

な支援が行えたことで、虐

待の未然防止を図ることが

できた。 

（課題） 

支援が必要な家庭が利用

できるよう、事業の周知が

課題である。 

必要な家庭に支援を

届けるため、保健センタ

ー等関係機関へチラシ

の配布を行い、周知を依

頼する。また、民生委員・

児童委員にて訪問いた

だいているこんにちは

赤ちゃん訪問事業にお

いてもチラシの配布を

依頼することで、各家庭

への周知と共に、地域の

民生委員・児童委員に対

する周知を行う。併せ

て、定期的に広報伊丹に
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おいても事業実施の記

事を掲載するなど、周知

に努めていく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 ― 

人権擁護に関する基本的な方策 (2) 

 

所管課 こども福祉課 

実施施策 213 ひとり親家庭への支援 

事務事業 213010 母子・父子相談事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 ひとり親家庭への支援の

ため、以下の取組を実施。 

・母子・父子相談に応じ、相

談者の生活安定のため就

労・養育支援等について助

言し、問題解決を支援。 

 

 

 

（成果） 

母子・父子自立支援員を

窓口として、それぞれの家

庭の状況に応じた適切な支

援を行うことができた。 

（課題） 

母子・父子自立支援員を

相談窓口として必要な支援

につなげるために、職員の

資質向上が課題である。 

様々な相談内容に対

する問題解決のために、

関係機関と連携し、適切

な支援を行う。また、母

子・父子自立支援員向け

の研修に参加し、職員の

資質向上を図る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 ― 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(4) 

 

所管課 少年愛護センター 

実施施策 222 子どもの見守りネットワークの整備 

事務事業 222010 青少年街頭補導事業 

222020 青少年健全育成・環境浄化事業 

222030 青少年健全育成関係広報啓発事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 地域ぐるみでの子どもの

非行の防止等のため、以下

の取組を実施。 

・地域に密着した街頭補導

と「愛の一声運動」の実施。 

・全市一斉愛護パトロール

等、関係機関・団体との連携

（成果） 

「青少年街頭補導活動」

や「白ポスト運動」等を展開

し、子どもの非行防止、健全

育成に寄与することができ

た。 

 「センター通信」を各学

 少年補導委員による

「愛の一声運動」を実施

し、地域に密着した挨

拶・声かけを青少年に行

う。 

 「白ポスト運動」によ

る有害図書の回収や店



28 

 

による問題行動の未然防止

の実施。 

・愛護補導連絡会や学校補

導連絡会を開催し、地域ぐ

るみの愛護活動の推進。 

・少年補導委員活動人数延

べ 4,329 人。 

・「白ポスト運動」による有

害図書の回収や店舗の実態

調査を市民と協働し実施。 

・毎月 10 日に広報車による

啓発や、広報紙「センター通

信」等を 5,500 部発行し、市

民の関心・意識を高め、DVD

等を活用したスマホに関す

る問題の啓発の実施。 

校、警察、自治会に配布し、

青少年の健全育成に関し

て、啓発することができた。 

また、非行防止ポスター及

びチラシを作成・配布し、地

域の掲示板や公共施設に掲

示する等、非行防止の啓発

に努めた。 

（課題） 

 青少年による SNS トラブ

ルを防止するため、情報モ

ラル教室の充実を図る必要

がある。 

舗の実態調査を市民と

協働し、実施する。 

 青少年のSNSトラブル

を防止するために、啓発

用 DVD等を活用した情報

モラル教室を積極的に

各学校で実施する。 

 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 

 

所管課 少年愛護センター 

実施施策 222 子どもの見守りネットワークの整備 

事務事業 222050 青少年問題相談事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 悩みを抱える子どもとそ

の保護者の相談・支援のた

め、以下の取組を実施。 

・「子どもと保護者の悩み相

談」による電話・来所・メー

ルでの相談の受付。 

・学校からの依頼によるア

ウトリーチ型相談活動の実

施。 

・なやみ相談クリアファイ

ル作成部数 11,300 枚（小 1・

3・5 年、中学校、特別支援

学校）。 

 なやみ相談カード作成部

数 5,542 枚（小 2・4・6年） 

（成果） 

なやみの相談クリアファ

イル、なやみ相談カードを

作成・配布する等、児童生徒

に広く相談事業のＰＲを行

うことができた。悩みを抱

える保護者や子ども等から

の電話相談等に応じ、相談

者の心のケアや状況の改善

に努めた。 

（課題） 

 相談内容が複雑多岐に渡

るため、相談員のスキルア

ップを図る研修を充実させ

る必要がある。 

 相談窓口について、学

校に引き続き周知する

とともに、関係行政機

関、商業施設等にポスタ

ーを掲示するなどして、

周知を図る。 
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 電話相談 36 件、来所相談

37 件、メール相談 14 件。 

 相談の合計数としては、

昨年度より減少したため、

広報啓発を積極的に進める

必要がある。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 

 

所管課 幼児教育推進課 

実施施策 231 幼児教育・保育の充実 

事務事業 231163 統合保育事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

障がいのある幼児への支

援のため、以下の取組を実

施。 

・個別に支援を必要とする

幼児が、集団生活の中で他

の幼児と共に育ち合い、幼

児の成長を促進することを

目的として、以下の取り組

みを実施。 

・公立幼稚園 6 園、公立認

定こども園 4 施設および公

立保育所(園)5 施設、私立保

育園 4 施設において、専門

スタッフと連携しながら、

299 人の児童を対象に、発達

の状況に応じた支援を実

施。 

(成果) 

にじいろ保育実施の私立

保育園と共に担当者会で意

見交換を行い、インクルー

シブ教育の推進を図ること

ができた。 

(課題) 

支援を必要とする幼児へ

の具体的アプローチや園内

での保育の質のさらなる充

実が課題である。 

新たに私立保育園１

施設が統合保育事業を

開始するため、今までの

取り組みに関する情報

提供と連携づくりを行

っていく。 

担当者会で左記課題

への各園の検討・実践報

告を行い充実に向けた

意見交換を行う。 

インクルーシブ教育

の研修を行う。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 

 

所管課 幼児教育推進課 

実施施策 231 幼児教育・保育の充実 

事務事業 231050 幼児教育充実施策推進 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

こども園・幼稚園・保育所 (成果) 幼児教育センターア
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(園)における人権教育・啓

発の推進ため、以下の取組

を実施。 

・こども園・幼稚園・保育所

(園)において、生涯にわた

る人格形成の基礎を培う幼

児期の教育・保育の重要性

に鑑み、遊びや生活を通じ

て人権尊重の精神の芽生え

を育むために、以下の保育

を実践。 

・自然環境や身近な動植物

とのふれあいや、友達との

かかわりやつながり、時に

はぶつかる等、保育の中で

様々な経験ができるよう計

画し、多様性を認め合える

心を育成する。 

幼児教育センター主催の

人権をテーマとした幼児教

育研修等の機会を通して人

権尊重の精神を大切にした

保育を推進し、各施設にて

実践をすすめ、多様性を認

め合える心の育成につなげ

た。 

(課題) 

人権尊重の精神の芽生え

を育む保育を継承する人材

の育成が課題である。 

ドバイザーによる定期

訪問や相談機能を活用

し、人権を大切にした保

育について助言してい

く。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (2) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 総合教育センター 

実施施策 242 教育相談・支援体制の充実 

事務事業 242030 教育相談事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

様々な困難を抱える子ど

も及びその保護者の支援の

ため、以下の取組を実施。 

・専門相談員による教育相

談や発達相談、ことばの支

援教室、専門医による医療

心理相談、医療発達相談を

実施。相談件数 2,749 件。 

（成果） 

関係機関と連携し、多様

化、複雑化する相談内容に

丁寧に寄り添い、幼児・児

童・生徒及び保護者の心の

安定を図る教育相談を実施

することができた。 

（課題） 

相談内容の複雑化に対応

する必要がある。 

多様化・複雑化する相

談内容に対応するため、

関係機関との連携を強

化するとともに、研修に

よる相談員の資質向上

を図り、幼児・児童・生

徒及び保護者の心の安

定を図る教育相談を実

施する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 
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所管課 保健体育課 

実施施策 252 安全・安心な教育環境の充実 

事務事業 252020 子どもの安全対策推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 児童の危機対応能力や自

尊感情の育成のため、以下

の取組を実施。 

・市内小学校 4 年生を対象

にCAP講習会を実施（17校）。 

 

（成果） 

危機対応能力育成や、「安

心」「自信」「自由」の 3つの

権利を守ることを目指し、

児童の自尊感情の育成を図

ることができた。 

（課題） 

開催方法・内容等を引き

続き検討する必要がある。 

児童の危機対応能力

や自尊感情の育成を図

るため、関係機関と連携

をとりながら開催方法

や内容を工夫する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 こども若者企画課 

実施施策 222 子どもの見守りネットワークの整備 

事務事業 222040 青少年問題協議会の運営 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 こどもの非行防止や困難

を抱える若者を支援するた

め、以下の取組を実施。 

・青少年問題協議会開催の

もと、青少年の非行防止、い

じめ防止、困難を有する若

者の支援等について、調査、

審議と行政機関相互の連絡

調整。 

（成果） 

学識経験者・行政機関・関

係団体・公募市民からなる

青少年問題協議会を開催

し、青少年の非行、いじめ、

困難を有する若者に関する

現状と対策について審議す

るとともに、関係機関との

情報共有を図ることができ

た。 

（課題） 

多様化する青少年問題へ

の対応が必要である。 

青少年問題協議会開

催のもと、青少年の非行

防止、いじめ防止、困難

を有する若者の支援等

について、調査、審議と

行政機関相互の連絡調

整を進める。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 
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所管課 社会教育課 

実施施策 215 子育て・家庭教育の支援 

事務事業 215120 家庭教育推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

家庭教育に関する学習機

会の増加を図るため、以下

の取組を実施。 

・毎月第 3 日曜日を家庭の

日「だんらんホリデー」とし

て、啓発チラシ配布に加え

イベントを実施。また公共

施設を無料開放し、9,211 人

が利用。 

・小中学校入学前の保護者

に向けた家庭教育学級を実

施。小学校入学説明会時

1,670 人、中学校入学説明会

時 1,138 人が参加。 

（成果） 

学校等との連携による家

庭教育学級の開催や、だん

らんホリデーの啓発及びイ

ベント開催を通じて、家庭

教育の学習機会を提供する

ことができた。 

（課題） 

家庭教育の啓発方法や実

施内容に更なる工夫が必要

である。 

啓発方法や実施内容

を工夫しながら家庭教

育学級やイベント等を

実施し、家庭教育に関す

る啓発の充実を図る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1) 

人権擁護に関する基本的な方策 (2) 

 

所管課 公民館 

実施施策 261 多様な学習機会の提供 

事務事業 261050 講座等生涯学習活動支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

家庭の子育て支援の推進

を図るため、以下の取組を

実施。 

・子育てサロン（4月‐3月）

334 人参加。 

・0パパ club （9 月）21 人

参加。 

・親学サロン（10 月・11 月・

3 月）92 人参加。 

（成果） 

父親を対象に学習、交流

の機会を提供することがで

きた。 

（課題） 

参加者が気軽に交流でき

る場づくりが必要である。 

親同士が気軽に交流

できるよう、子育てサロ

ンにおいて、カフェタイ

ムを設ける。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策  (2) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 
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（３）高齢者の人権 

高齢者個人の尊厳やその家族の支援のため、認知症高齢者の支援事業の実施や、オ

レンジフェアの開催など、住み慣れた地域で安心して生活ができる高齢者の人権尊

重のまちづくりを推進しました。 

また、学校では昔の遊びなどを通じて、児童と高齢者が触れ合う世代を超えた交流

により高齢者の尊厳などを理解する人権教育を推進しました。 

その他、地域包括支援センターや権利擁護センターでは、高齢者に関する様々な相

談に応じ支援するなど、人権擁護に取り組みました。 

 

所管課 地域・高年福祉課 

実施施策 332 地域福祉支援体制 

342 高齢者の生活支援 

事務事業 332010 権利擁護支援事業 

342010 高齢者虐待防止ネットワーク事業 

342030 成年後見制度利用支援事業（高齢者） 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

高齢者の権利擁護推進の

ため、以下の取組を実施。 

・福祉権利擁護センターに

おいて、権利擁護に関する

相談支援を実施。相談件数

989 件。また法律職と連携し

た個別支援会議を 35 回実

施。 

・高齢者虐待防止ネットワ

ーク会議を開催し、高齢者

虐待に関する情報共有と対

応策等の検討。開催回数 2

回。 

・成年後見人の選任にかか

る市長申立 7 件、申立費用

補助 7 件、成年後見人に対

する報酬補助 23 件。 

（成果） 

本人や家族、関係機関等

から相談を受付けし、必要

なケースについて法律職の

派遣を実施し、高齢者の権

利擁護を推進することがで

きた。 

高齢者虐待防止にかかる

警察等の関係機関と虐待事

例の共有を行うなど、連携

体制の強化を行い、早期対

応・再発防止を行うことが

できた。 

成年後見人等を必要とす

る高齢者を支援機関を通じ

て把握し、成年後見人等の

選任に繋げるとともに、申

立費用及び後見人等へ報酬

を補助することで、高齢者

の権利擁護を図ることがで

きた。 

（課題） 

相談事業の更なる周知や

関係機関等との連携強化を

相談支援事業の更な

る周知に努めるととも

に、高齢者虐待等に関し

て関係機関との更なる

情報共有を図る。 

引き続き、認知症高齢

者など判断能力が十分

でない方の権利擁護の

ため、成年後見制度の利

用を支援する。 
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引き続き進めていく必要が

ある。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(4) 

 

所管課 地域・高年福祉課 

実施施策 341 高齢者の健康・生きがいづくりと介護予防 

事務事業 341010 高齢者いきがい活動支援事業 

341020 高齢者就労支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

高齢者の社会参加、生き

がいづくり、就労支援のた

め、以下の取組みを実施。 

・補助を通じて老人クラブ

連合会、単位老人クラブの

活動を支援し、高齢者の生

きがいと健康づくり活動の

支援。 

・高齢者の就業機会を確保

し、知識と経験の活用と社

会参加の促進を図るため、

シルバー人材センターの活

動に対し、補助の実施。 

（成果） 

老人クラブが実施するス

ポーツ事業や介護予防事業

等を通じて高齢者の生きが

いと健康づくりに取り組

み、高齢者を支援すること

ができた。また、シルバー人

材センターへの支援を通

じ、高齢者の社会参加の促

進を支援できた。 

（課題） 

今後も高齢者の居場所の

一つとして老人クラブやシ

ルバー人材センターの活動

を支援していく必要があ

る。 

補助を通じて老人ク

ラブ連合会、単位老人ク

ラブの活動を支援し、高

齢者の生きがい活動を

支援する。 

高齢者の就業機会を

確保し、知識と経験の活

用と社会参加の促進を

図るため、シルバー人材

センターの活動に対し、

補助を実施する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1) 

人権擁護に関する基本的な方策  (3) 

 

所管課 地域・高年福祉課 

実施施策 332 地域福祉支援体制の整備 

事務事業 332040 地域福祉活動体制整備事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

福祉のまちづくりの推進

のため、以下の取組みを実

施。 

（成果） 

事業所と連携をとりなが

ら、事業所による地域福祉

地域見守り協定事業

への登録を促進するた

め更なる周知に努める。 
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・地域見守り協定事業への

登録を促進するため、ホー

ムページや SNS を活用した

周知啓発。 

活動の促進を図ることがで

きた。 

（課題） 

登録事業所の獲得のため

さらなる周知活動が必要で

ある。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1) 

人権擁護に関する基本的な方策          ― 

 

所管課 介護保険課 

実施施策 341 高齢者の健康・生きがいづくりと介護予防 

事務事業 341100 家族介護教室事業 

343090 認知症対策事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 高齢者の人権が守られ、

住み慣れた地域で安心して

生活ができるよう、高齢者

個人の尊厳やその家族への

支援のため、以下の取組を

実施。 

・高齢者を介護している家

族等を対象に家族介護教室

を 19 回開催、230 人参加。 

・認知症を理解し、認知症の

人や家族を温かく見守り、

支援する認知症サポーター

養成講座を 21 回開催、389 

人参加。 

・認知症疾患医療センター

と共同し認知症の当事者、

介護者、支援者等が集う「オ

レンジフェア」を開催。 

（成果） 

介護者の健康づくり等の

啓発を図ることができた。 

地域における認知症理解

を促進できた。 

専門医療機関の医師や相

談員との円滑な連携が促進

できた。 

（課題） 

引き続き、高齢者が住み

慣れた地域でいつまでも暮

らせるための環境づくりを

目指して、介護者への情報

提供や地域住民の更なる理

解促進が必要である。 

支援が必要な高齢者

の住み慣れた地域にお

ける生活を支援する地

域包括ケアシステムの

構築をめざして周知を

継続する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 介護保険課 

実施施策 343 介護サービスの充実 
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事務事業 343073 地域包括支援センター管理運営事業 

343090 認知症対策事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた

R5(2023)年度の取組 

 高齢者に関する相談体制

の充実や地域住民がつなが

り支え合う地域づくりや支

援体制づくりのため、以下

の取組を実施。 

・9か所の地域包括支援セン

ターと伊丹市地域包括支援

センター（基幹型）では、高

齢者の権利擁護をはじめと

して、介護・福祉サービス、

健康維持等暮らしに関わる

様々な相談に対応。 

・認知症にやさしい地域づ

くりをめざすことを目的と

して、認知症サポーター養

成講座を実施。 

（成果） 

地域包括支援センターが

受付けた相談件数は、毎年

増加しており、高齢者の介

護や福祉をはじめとする相

談窓口として地域に浸透し

ている。 

（課題） 

相談内容の複雑化に伴

い、引き続き関係機関との

円滑に連携し、迅速な相談

対応に努める。 

認知症の発症を遅ら

せ、認知症になっても住

み慣れた地域で生活で

きる環境をめざし、認知

症についてや相談窓口、

医療機関等について周

知を図る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 

 

所管課 学校指導課 

実施施策 241 知・徳・体の調和のとれた児童生徒の育成 

事務事業 241160 ｢トライやる・ウィーク｣推進事業 

251040 町の先生制度事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた

R5(2023)年度の取組 

世代を超えた交流による

高齢者の尊厳などを理解す

る人権教育のため、以下の

取組を実施。 

・小学校において、社会科や

総合的な学習の時間に地域

の高齢者から昔の話や遊び

について聞く会での交流の

実施(各学校において実施

月は異なる)。 

（成果） 

 小学校の昔のくらしを学

ぶ学習では、自分たちの暮

らす地域の移り変わりを知

ることで地域への関心を高

めるとともに、高齢者の

方々との交流を通し、地域

とのつながりを実感するこ

とができた。 

トライやる・ウィークで

小学校において、社会

科や総合的な学習の時

間に地域の高齢者から

昔の話や遊びについて

聞く会での交流の実施

(各学校において実施月

は異なる)。 

地域に学ぶ「トライや

る・ウィーク」において、

働くことの意義などに
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・中学校 2 年生を対象とし

た地域に学ぶ「トライやる・

ウィーク」の実施（11 月、

12 月）。 

 

 

 

は各中学校において、事業

所による 5 日間の体験活動

を行うことができた。 

（課題） 

子どもと高齢者との交流

で人権意識の向上を図れる

よう、継続的な事業の実施

の工夫が必要である。 

理解を深め、取組の充実

を図る。 

 

 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 
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（４）障がいのある人の人権 

障害者福祉センター（アイ愛センター）を中心に、障がいのある人に対する理解と

認識を深める啓発や、障がいの有無にかかわらない地域交流事業の展開など、人権啓

発に取り組みました。 

また、障がい者の就労や自立支援をはじめ、障がい者本人の自己決定を尊重し支援

する成年後見制度の実施など、障がい者の人権を尊重するまちづくりを推進しまし

た。 

その他、伊丹市障害者虐待防止センターでは、障がい者への虐待防止のための相談

に応じ支援するなど、人権擁護に取り組みました。 

 

所管課 障害福祉課 

実施施策 352 障がい者の地域生活支援体制の整備 

事務事業 352130 障害者福祉センター管理運営事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた

R5(2023)年度の取組 

 障がいのある人に対する

理解と認識を深め、障がい

の有無に関わらない地域交

流が行えるよう、以下の取

組を実施。 

・障害者福祉センター(アイ

愛センター)を障害者施策

の中核施設として、福祉情

報の提供、交流・啓発事業、

生活支援事業等、障がい者

の自立と社会参加の促進を

図る様々な事業を展開。 

・障害者福祉センター機関

紙「ポテトサラダ」を発行

し、市内各関係機関へ配布。 

（成果） 

広く市民に自立と社会参

加の促進を目指す各種事業

の啓発ができた。 

（課題） 

オンライン等の活用が、

まだまだ少ない部分があ

る。 

今後オンライン等も

積極的に活用して啓発

していく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 障害福祉課 

実施施策 351 障がい者の権利擁護と相談支援体制の整備 

事務事業 351010 成年後見制度利用支援事業（障がい者）  

351040 障害者虐待防止対策整備事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた

R5(2023)年度の取組 
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 障がいのある人の自己決

定や意思表明の支援のた

め、以下の取組を実施。 

・成年後見制度利用支援事

業では申立費用補助を 2 

件、報酬補助を 7 件実施。   

・伊丹市障害者虐待防止セ

ンターでは 57 件(前年度 36 

件)の障害者虐待通報を受

理し、相談に対応するとと

もに、障害者虐待防止体制

整備のため障害者虐待防止

連絡会を開催。 

・施設従事者による虐待の

あった事業所に対して、再

発防止のため、フォローア

ップ調査を実施。 

（成果） 

成年後見制度について

は、親族等からの申し立て

や制度を既に利用している

人への報酬補助を適切に行

うことで、引き続き地域で

自分らしく生活できる体制

の支援を行うことができ

た。 

（課題） 

事業の周知や関係機関等

との連携強化を引き続き進

めていく必要がある。 

成年後見制度につい

ては、適切な補助等を行

う。 

虐待に関する対応等

については、障害者虐待

防止連絡会等を活用し

事業の周知及び関係機

関との連携強化に努め

る。 

 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(4) 

 

所管課 障害福祉課 

実施施策 352 障がい者の地域生活支援体制の整備 

事務事業 352163 障がい者就労支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた

R5(2023)年度の取組 

 障がいのある人の就労や

自立を支援するため、以下

の取組を実施。 

・障がい者が職業準備性の

向上を図るため、市役所等

で一定期間、洗車や事務作

業等の体験を行う障害者就

労チャレンジ事業を実施。

体験者 12 人。 

・障害者福祉センター(アイ

愛センター)の清掃・管理業

務について社会福祉協議会

への委託により障害のある

方を引き続き雇用し、その

（成果） 

就労系事業を通じて、一

般就労が困難な障がい者の

社会参加を図るとともに、

将来の自立に向けた支援を

図ることができた。 

（課題） 

障がい者にはそれぞれ個

性や障害特性があり、その

適性を見極めて支援する必

要がある。 

障がい者それぞれの

希望や障害状況等を把

握し、適切な支援につな

げる。 
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他公共施設の清掃・維持管

理業務を障害者就労継続支

援事業所等へ委託し、障が

い者の就労を促進。 

・自治会連合会三役会、自治

会連合会ブロック長会に出

席し、市内の障害者就労施

設や提供できる物品・サー

ビスについて PR を行い、障

がい者の工賃向上および受

注の促進に寄与。 

・市における障がい者就労

施設等からの物品及び役務

の調達実績は、役務の調達

額 16,361,399 円、物品の

調達額 896,737 円、全体の

調達額 17,258,136 円。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 障害福祉課 

実施施策 352 障がい者の地域生活支援体制の整備 

事務事業 352033 障がい者地域生活支援事業 

352090 障がい者日常生活支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた

R5(2023)年度の取組 

障がい者が住み慣れた住

宅で安心して自立した生活

を送ることができる環境を

整備するため、以下の取組

を実施。 

・住宅改造助成事業を実施。

利用実績 3件。 

・手話通訳士を市役所に設

置。 

・手話通訳者・要約筆記者の

派遣を実施。手話通訳者派

遣回数 412 回。要約筆記者

派遣回数 85 回。 

（成果） 

各種障がい特性に応じた

適切な対応を行うことがで

きた。 

（課題） 

 派遣によらないコミュニ

ケーション支援の充実が課

題である。 

遠隔手話サービスの

利用促進等、コミュニケ

ーション支援の充実を

図り、障がい者の特性に

応じた適切な対応を行

う。 
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伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 障害福祉課 

実施施策 351 障がい者の権利擁護と相談支援体制の整備 

事務事業 351030 障がい者相談支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた

R5(2023)年度の取組 

 障がいのある人やその家

族の相談・支援のため、以

下の取組を実施。 

・市内 4 か所に相談支援事

業を委託し、障がい者やそ

の家族等からの幅広い相談

に応じ、必要な情報提供や

生活全般に関する相談支援

を実施。相談者 4,945 人。 

・平成 24(2012)年 4 月の改

正障害者自立支援法施行に

より創設された、障害福祉

サービス等の利用希望者の

相談に専門に応じる指定特

定相談支援事業者を指定

し、計画相談が受けられる

環境を整理。市内指定特定

相談支援事業者 18 か所。 

（成果） 

市内 4相談支援事業所に

おいて、障がい者やその家

族からの様々な相談に応

じ、適切に支援できた。 

（課題） 

相談支援従事者の資質向

上である。 

今後も増加が予想さ

れる相談件数に対応す

るための相談支援に携

わる事業所の人材を育

成する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 

 

所管課 子育て支援課 

実施施策 221 子どもの居場所作りと自立支援 

事務事業 221123 放課後児童くらぶ管理運営事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

障がいのある児童の居場

所作りと自らの選択と決定

により参加することができ

る活動機会の充実のため、

（成果） 

医療的ケア児の受入れ

は、令和4（2022）年度か

ら予算を確保し、希望があ

 支援児加配児童支援

員を配置し、良好な保育

環境の確保に引き続き

努める。 
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以下の取組を実施。 

・障がい児が児童くらぶを

安全に利用できるように支

援児加配児童支援員を配

置。 

・医療的ケアが必要な児童

の受け入れについても、関

係機関と連携し受け入れを

促進。 

れば入所できるように、痰

吸引や導尿のための看護師

派遣体制を整備した。昨年

度1名を受け入れ予定だっ

たが、辞退されたため、実

績としては０件である。 

（課題） 

医療的ケア児の受入れに

かかる予算の確保に引き続

き取り組んでいきたい。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 
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（５）同和問題 

歴史的経緯を含めた同和問題の正しい理解の促進と差別解消に向け、市民・職員・

教職員の研修会の実施や、伊丹市人権・同和教育研究協議会においては全国水平社創

立 100 周年を記念して作成・公開された映画「破戒」鑑賞の特別研修会の実施など、

様々な手法を通じて人権意識・知識の向上を図りました。 

人権啓発センターでは、ふれあいセンターなどの施設の特性を活かした事業の実

施や、識字学級の実施、ジョイントクラブといった体験型人権学習事業の実施など、

いわゆる同和地区に対する偏見や差別意識の解消及び住民交流の拠点となる地域に

密着したコミュニティセンターとして事業に取り組み、地域や様々な立場の人に人

権を学ぶ機会を提供しました。 

 

所管課 人権啓発センター 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271030 人権啓発センター管理運営事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

いわゆる同和地区に対す

る偏見や差別意識を解消す

るため、以下の取組を実施。 

・ふれあいセンター事業 

健康体操やビリヤード・

囲碁・将棋、健康生活講座な

どを通して、高齢者が集い、

人権と健康を大切にする

「ふれあい交流の場」とし

ての事業を実施。利用者数

9,776 人。 

・ぎょうぎ温泉事業 

市民の健康維持および地

域交流を目的とした公衆浴

場を運営。利用者数 26,264

人。 

（成果） 

感染症拡大防止に重点を

置いた施設管理運営を行っ

た。その成果として、ふれあ

いセンター全体の利用者数

は前年度比 27.0%の増加と

なった。 

また、日替わりで実施し

ている健康体操に加え、専

門家による特別指導を実施

し、市民の健康意識を更に

高める機会を提供した。 

（課題） 

利用者数の回復が課題で

ある。 

コロナ禍の状況をふ

まえつつ、高齢者の健康

づくりと憩いの場とし

て、安全・安心な施設管

理と、人権学習会や健康

講座などの事業を展開

し、利用者数の回復をめ

ざす。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 人権啓発センター 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271030 人権啓発センター管理運営事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた
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R5(2023)年度の取組 

人権啓発の住民交流の拠

点となる地域に密着したコ

ミュニティセンターとし

て、人権問題解決のため、以

下の取組を実施。 

・人権センターでは識字教

室、パソコン教室などの人

権文化市民講座を実施。延

べ参加者数 296 人。 

・児童館では就学前の子ど

もを対象とした人権講座

「ミニジョイクラブ」、小学

生を対象とした「スマイル

クラブ」「三味線クラブ」な

どの「ジョイントクラブ」、

など体験型人権学習事業を

実施。延べ参加者数 1,628

人。また、保護者対象の「き

らり学舎」（延べ参加者 55

人）、家庭・地域・学校・行

政対象の「『ふらっと』人権

学習会」（延べ参加者 121

人）、大人向けの三味線講座

（延べ参加者 182 人）を実

施。 

（成果） 

あらゆる世代を対象に、

人権啓発を目的とした、

様々な形の体験型学習事業

を展開し、人権教育・啓発を

推進することができた。 

特に児童館では、家庭だ

けではなく、地域や様々な

立場の人たちが人権につい

て学び、意見交換し、人権感

覚を磨くことができた。 

（課題） 

事業内容の更なる充実と

PR により参加者を増やすこ

とが課題である。 

啓発事業に加えて、来館

者がいつでも人権の歴史を

学ぶことのできる工夫が必

要である。 

人権啓発の拠点とし

て、広く市民が人権につ

いて学び、語り合える事

業を展開する。 

具体策の一つとして、

来館者が人権の歴史等

を学べる常設展示コー

ナーを市民団体等と協

働して設置する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(3) 

 

所管課 同和・人権・平和課 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

同和問題に対する正しい

理解を広げるため、以下の

取組を実施。 

・同和問題をはじめ、様々な

人権問題に関するパネル展

（成果） 

 30 代の当事者を講師とし

て招くことで、若い世代に

同和問題を身近な問題とし

て捉えてもらうことができ

 同和問題の抱える課

題を踏まえた研修内容

を設定し、同和問題を身

近に感じていない市民

に対してもわかりやす
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を開催(10、12 月)。 

・市民・職員向け人権啓発研

修会「演題 わたしと部落

問題 講師 井上和希（ヒ

ューマン・ライツ・アドバン

ス堺 事務局長）」を実施(1

月)。参加者数 55 人。 

た。 

（課題） 

同和問題の現状と課題の

理解の深化のため、わかり

やすい研修内容の設定と、

より多くの市民に関心をも

ってもらう啓発の工夫が必

要である。 

い内容となるよう、事業

を実施していく。 

また、様々な手法や機

会を通じて市民に啓発

していく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 研修厚生課 

実施施策 632 人材育成 

事務事業 632020 職員研修事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

市職員に対して歴史的経

緯等を含めた同和問題の正

しい知識の取得のため、以

下の取組を実施。 

・新規採用職員対象の人権

研修（伊丹市人権啓発セン

ターにて、人権啓発指導員

を交え、同和問題について

学ぶ）を実施（9 月）。参加

者数 40 人。 

・新任主任職員対象の人権

研修（外部講師より「わたし

と部落問題」を受講）を実施

（1月）。参加者数 28 人。 

（成果） 

新規採用職員と新任主任

職員の同和問題の人権意

識・知識の向上を図ること

ができた。 

（課題） 

毎年実施する内容をどの

ように設定するか検討が必

要である。 

同和・人権・平和課と

内容や実施方法を調整

しながら実施し、職員の

同和問題の人権意識・知

識の向上を図る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(4) 

 

所管課 総合教育センター 

実施施策 244 教職員の資質向上 

事務事業 244030 教職員指導力研修等事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 
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教職員に対して歴史的経

緯等を含めた同和問題の正

しい知識の取得のため、以

下の取組を実施。 

教職員の人権教育推進に

向けた指導力の向上のた

め、新規採用教員等人権教

育研修会やグループ討議を

実施。（7月、2 月）参加人数

147 人。 

（成果） 

教職員の人権意識の向上

を図ることができた。 

（課題） 

今後も継続的に、教員の

資質を高めるための研修を

実施していく必要がある。 

同和問題をはじめと

する多様な人権問題に

対する研修を実施する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 人権教育室 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

 同和問題をはじめとする

様々な人権問題の差別解消

に向けた市民団体の取組を

支援するため、以下の取組

を実施。 

・伊丹市人権・同和教育研究

協議会の各部会で同和問題

をはじめとする様々な人権

問題に対する研修会の実施

の支援。 

・伊丹市人権・同和教育研究

協議会において、全国水平

社創立 100 周年を記念して

作成・公開された映画「破

戒」鑑賞の特別研修会の実

施の支援。 

（成果） 

 伊丹市人権・同和教育研

究協議会の各部会での研修

会や研究大会で、当該協議

会の設立の経緯が同和問題

を解決していくためのもの

であったことを見つめ直し

たほか、特別研修等を実施

するなど、同和問題につい

ての理解をさらに深めるこ

とができた。 

（課題） 

 本市の人権尊重のまちづ

くりの実現のため、様々な

人権問題の現状と課題を知

る機会を提供していく必要

がある。 

伊丹市人権・同和教育

研究協議会の各部会に

おいて、研修を実施し人

権意識・知識の向上を図

る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 － 
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（６）外国人の人権 

民族や国籍、言葉、習慣等の違いによる偏見・差別を生まないために、多文化共生

に関する講演会やパネル展の開催や、日本人と外国人との交流会の実施など、市民の

多文化共生の意識づくりや異文化理解の促進を図りました。 

学校では国際友好都市の中国・佛山市とのオンライン交流会の実施など、児童生徒

に対する相互理解と人権尊重の意識を養う多文化共生教育を推進しました。 

外国人のための相談・生活支援として多言語に対応したテレビ電話通訳サービス

の活用や、「やさしい日本語」によるわかりやすい情報の提供を行いました。また、

市民団体等と連携して、日本語の理解が不十分な外国人に対する日本語教室の開催

など、外国人が孤立することなく安心して生活できるまちづくりを推進しました。 

 

所管課 同和・人権・平和課 

実施施策 291 多文化共生・平和の推進 

事務事業 291013 多文化共生啓発・交流等事業 

291030 市民活動支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

多文化共生人権意識の育

成のため、以下の取組を実

施。 

・外国人の人権と多文化共

生の意識啓発講演会（講師：

神戸学院大学経済学部教授 

岡部芳彦さん、テーマ：ウク

ライナの歴史や文化を知

り、そして平和を願う）を開

催。参加 51 人（12 月）。 

・パネル展や異文化理解講

座を開催、集客型の多文化

共生イベント（つながる！

ひろがる！みんなの文化～

共に生きる多文化のまち

～）を開催。延べ参加者 878

人（11、12 月）。 

・日本語ボランティア養成

講座等を開催。延べ参加者

67 人（10、11 月）。 

・ヘイトスピーチをはじめ、

様々な人権問題に関するパ

ネル展を開催(10、12 月)。 

(成果) 

市主催による多文化共生

意識啓発講演会を行う等、

多文化共生の意識啓発を推

進した。 

(課題) 

より多くの人々に事業参

加してもらい、多文化共生

や外国人の人権に関する意

識づくりを行う必要があ

る。 

今後も継続して多文

化共生や外国人の人権

啓発事業を実施してい

く。新型コロナウイルス

感染症の影響で不開講

となっていた事業を再

開する。 

多文化共生事業のう

ち、日本語ボランティア

の養成は、経験者の学び

直しの機会を提供して

いくことで、外国人の日

本語能力向上に寄与で

きるよう取り組んでい

く。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 
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人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 同和・人権・平和課/秘書課 

実施施策 291 多文化共生・平和の推進 

事務事業 291013 多文化共生啓発・交流等事業 

291040 国際姉妹・友好都市交流事業  

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

外国人と日本人の交流促

進、国際姉妹・友好都市交流

を図るため、以下の取組を

実施。 

・既存事業を活用し、防災や

在留資格等をテーマとし

て、外国人と日本人のグル

ープワーク等を通じた交流

会を実施。参加 108 人（8、

10、1、3 月）。 

・伊丹市多文化共生事業の

パネル展で、国際友好・姉妹

都市を紹介するコーナーを

設置。 

(成果) 

アフターコロナ、ウイズ

コロナに配慮し、創意工夫

しながら交流会を実施し、

外国人の孤立防止や居場所

づくりに寄与した。 

(課題) 

定期的に交流会を開催し

ていく必要がある。 

既存事業の活用や、新

たな市民団体との連携

により、定期的に交流会

等を開催する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 同和・人権・平和課 

実施施策 291 多文化共生・平和の推進 

事務事業 291020 外国人生活支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

外国人の相談対応、日本

語学習、情報提供のため、以

下の取組を実施。 

・テレビ電話通訳システム

等を活用し、外国人の相談

対応を充実。相談件数141件

（通年）。 

・市民団体と協働で、日本語

(成果) 

外国人の相談件数は前年

度とほぼ同数となった。テ

レビ電話や翻訳機の活用に

より、外国人が相談しやす

い環境となってきている。

また、関係機関の担当窓口

と適切に連携することがで

外国人の相談窓口は、

多言語対応を継続し、啓

発事業等で周知する必

要がある。関係部署、機

関等と連携すると共に、

ニーズ把握等に努め、対

応する。 

日本語教室は、外国人
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教室を開催。参加延べ人数

1,342 人（外国人学習者 674

人、ボランティア 668 人）。 

・自動翻訳システムを用

いて、市 HP の翻訳サービス

（英語・中国語・韓国語）を

提供。アクセス数 2,120 件

（通年）。 

 

きた。 

日本語教室は、ウィズコ

ロナ、アフターコロナに配

慮しながら、日本語教室を

継続することができ、日本

語能力の向上と繋がりづく

りに寄与した。 

(課題) 

市内の外国人人口が増加

傾向にあるため、相談窓口

の更なる周知をしていく必

要がある。関連部署につい

ては更なる連携とニーズ把

握が必要と考える。 

人口が増加傾向にある

ため、市民団体と連携

し、外国人学習者の日本

語能力に応じた、きめ細

かな学習内容を計画し、

提供する必要がある。 

また、言語支援員を必

要とする児童生徒と保

護者へも市内での生活

を送るうえで必要なツ

ールとなるため、相談窓

口と日本語教室の周知

を行う必要がある。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 学校指導課 

実施施策 241 知・徳・体の調和のとれた児童生徒の育成 

事務事業 241220 佛山市学生代表団受入及び中学生派遣事業 

241340 外国人児童生徒等受入事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

多文化共生教育の推進の

ため、以下の取組を実施。 

・市内小・中・特別支援学校

国際理解教育担当者会にお

いて、各校の状況を共有（9

月）。 

・国際友好都市の中国・佛山

市との交流について、天王

寺川中学校においてオンラ

イン交流会を実施（6月） 

・日本語指導や適応指導を

必要とする外国人児童生徒

が在籍する学校園に対して

適応指導員を派遣し、個別

指導及び同室複数指導を行

うとともに、心のケア等の

（成果） 

各校において、特別の教

科道徳、各教科、総合的な学

習の時間において、諸外国

の料理や遊びによる体験学

習や調べ学習等を通して、

多文化共生教育を推進し

た。 

コロナ禍により、佛山市

からの受入及び本市からの

派遣が中止となった中、オ

ンラインでの交流会を計

画・実施できた。 

（課題） 

国際理解教育において、

各校の取組の情報共有を中

各学校においては、道徳

や総合的な学習の時間等

において計画的・系統的に

国際理解教育を実施し、差

別や偏見を取り除き、正し

い認識のもと、外国人児童

生徒が自らの民族に誇り

を持ち生活できるよう、一

人ひとりが理解・尊重し合

える学校・学級づくりを推

進する。また、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大状

況等を考慮しながら、伊丹

市と佛山市の生徒交流の

方法を検討し、実施する。 

今後も、日本語指導や適
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支援を実施（通年）。 

・指導員 14 人を、小学校 12

校、中学校 6 校に派遣し児

童生徒対象に日本語指導・

適応指導を実施（通年）。 

 

心とした小・中学校の連携

が必要である。 

 さらに両市の学生間交流

が深まるようなプログラム

の充実や、派遣や受入がで

きないときに交流方法の研

究が必要である。 

支援が必要な言語の多様

化や、年度途中の編入に対

応できるよう、指導員の更

なる人材確保が必要であ

る。 

応指導を必要とする外国

人児童生徒が在籍する学

校に対して言語支援員（適

応指導員から改名）を派遣

し、日本語指導が必要な児

童生徒とその保護者が生

活面・学習面において円滑

に適応できるよう、支援を

行っていくとともに、すべ

ての児童生徒が自分の国

や文化に誇りを持ち、他国

の文化を受け入れ、豊かに

共生できるよう、国際理解

教育も推進する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 研修厚生課 

実施施策 632 人材育成 

事務事業 632020 職員研修事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

市職員に対して歴史的経

緯等を含めた在日問題の正

しい知識の取得及び多文化

共生を推進していくため、

以下の取組を実施。 

・新規採用職員対象の人権

研修「講師 岩城あすか（箕

面市国際交流協会）、多文化

共生についてワークを通じ

て学ぶ）を実施（7 月）。参

加者数 45 人。 

（成果） 

新規採用職員の外国人の

人権尊重や多文化共生の意

識向上を図ることができ

た。 

（課題） 

毎年実施する内容をどの

ように設定するか検討が必

要である。 

同和・人権・平和課と

内容や実施方法を調整

しながら実施し、職員の

外国人の人権意識・知識

の向上を図る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(4) 
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（７）インターネットによる人権侵害 

子どもの情報モラル育成のため、生徒指導担当者会において SNS やスマートフォ

ンの使用によるインターネット上の人権侵害の情報を共有したほか、児童生徒に対

して悩み相談チラシを配布し、広く啓発を行いました。 

職員によるインターネットモニタリング事業については、実施回数及び検索方法

等の見直しや、差別書込みに対する削除要請をしたほか、人権フェスティバルの市実

行委員に対してインターネットモニタリング研修会を実施し、職員の人権意識の向

上を図りました。 

 

所管課 同和・人権・平和課/人権啓発センター/人権教育室 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

271050 人権擁護・相談支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

インターネット上の人権

侵害事象の対応をするた

め、以下の取組を実施。 

・インターネット掲示板上

の差別書き込み等の早期発

見と拡散防止を図るため、

インターネット掲示板のモ

ニタリングを実施。 

・人権フェスティバル実行

委員会の市実行委員に対し

てインターネットモニタリ

ング研修会の実施。 

・削除要請に当たっては、法

務局と連携して対応。 

年間 72 回/3 課。 

削除要請 22 件、内 11 件

削除（削除不可 3件、未削除

8 件）。 

・地域社会調査の取り組み

に関する課題解決学習（兵

庫県立伊丹北高等学校）に

対して、「若年層に対するイ

ンターネットに関する差別

書込み防止の啓発事業につ

いて」を提案。 

（成果） 

 インターネットモニタリ

ング事業の更なる充実のた

め、実施回数や検索方法な

どを見直し、計画的に実施

した結果、削除件数が増え、

差別書き込み等の早期発見

と拡散防止を図ることがで

きた。 

 インターネット上の人権

侵害を防止するための啓発

について、高校生が自ら考

える機会を提供し、人権意

識・知識の向上を図ること

ができた。 

（課題） 

 差別書き込みはあらゆる

サイトに存在する可能性が

あるため、多角的な検索方

法などのスキルアップが必

要である。 

 市民に対して、差別書込み

防止のための啓発をしてい

く必要がある。 

 インターネットは即

時性・拡散性があり、差

別書き込みへの早期対

応はとても重要である

ため、担当職員間で連携

し、より多くの職員がモ

ニタリング事業に関わ

れる仕組みづくりを行

う。 

 差別書込み防止のた

めの啓発資料を作成し、

啓発していく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 
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人権教育・啓発の基本的な方策  (1)、(2) 

人権擁護に関する基本的な方策 (4) 

 

所管課 学校指導課 

実施施策 241 知・徳・体の調和のとれた児童生徒の育成 

事務事業 241170 伊丹市いじめ・不登校総合対策推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

子どもの情報モラル育成

のため、以下の取組を実施。 

・生徒指導担当者会におい

て、SNS やスマートフォンの

使用によるインターネット

上の人権侵害について等、

情報交換の実施（4月、5月、

6 月、7 月、9月、10 月、11

月、1 月、2 月）。 

・SNS悩み相談チラシの配布

（4月）。 

・警察等関係機関からの啓

発チラシなどの配布（3 月）。 

（成果） 

生徒指導担当者会にて、

インターネットによる諸問

題や SNS トラブルの実際の

事例を共有し、正しい使い

方など情報モラルの育成を

進めていくことについて共

通理解できた。 

（課題） 

家庭でのルール作りやネ

ットいじめなどの防止に向

けて周知を図っていく必要

がある。 

「伊丹市ネットいじ

め対応マニュアル」など

の啓発を行い、子どもの

取り巻くスマートフォ

ンやインターネットに

係る諸問題に対して、被

害防止のための取組を

進める。 

いじめアンケートで

ネット上での発生傾向

を知り、未然防止の取組

に生かす。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (2) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 
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（８）性的指向・性自認に関する人権侵害 

    性の多様性について多くの人が認識し理解を深めるため、学校教育においては、学

習指導案並びに教材を作成し、小学校、中学校の児童生徒に授業を実施するなど、人

権教育を推進しました。 

    また、性の多様性に関する啓発パネル展の開催や、市民・職員に対する性的マイノ

リティの人が抱える住宅問題についての研修会を実施し、性の多様性に関する問題

を身近な問題の一つとして学ぶ機会を提供しました。 

    その他、「阪神７市１町パートナーシップ宣誓制度の取組に関する協定」では、新

たに 2市と提携拡大について協議を行いました。 

 

所管課 同和・人権・平和課 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

性の多様性に関する啓発

と理解促進のため、以下の

取組を実施。 

・阪神 7 市 1 町による「啓

発ロゴ」を作成。 

・丹波市、丹波篠山市との連

携協定拡大の協議を実施。 

・様々な人権問題に関する

パネル展（10、12 月）を開

催。 

・市民・職員向け人権啓発研

修会「演題 セクシュアル

マイノリティの住宅問題～ 

誰と住むかは私が決める～ 

講師 葛西リサ（追手門学

院大学准教授）」を実施（8

月）。参加者数 8人。 

（成果） 

 研修会では性的マイノリ

ティの人が抱える住宅問題

の現状等について、市民・職

員の人権意識の向上を図る

ことができた。 

 更なる性の多様性の理解

促進を図ることができるよ

う、連携協定拡大のための

協議を実施することができ

た。 

（課題） 

性の多様性の現状と課題

の理解の深化のため、職場

環境問題等の様々な問題に

焦点を当てた内容を検討し

ていく必要がある。 

より多くの参加が得られ

るよう、啓発の手法を検討

する。 

 性的マイノリティの

人が抱える問題をわか

りやすく伝える研修内

容を実施する。 

また、多くの市民参加

が得られるよう、地域や

企業等に対する啓発手

法を検討し、更なる周知

を図り実施する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 
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所管課 学校指導課 

実施施策 241 知・徳・体の調和のとれた児童生徒の育成 

事務事業 ― 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

子どもの性の多様性の理

解を促進するため、以下の

取組を実施。 

・性的指向・性別違和に対す

る差別解消を目指し、学習

指導案並びに教材を作成

し、小学校(低学年・中学年・

高学年)、中学校(1 年生)の

児童・生徒対象の授業の実

施(各学校において実施月

は異なる)。 

（成果） 

性の多様性にかかる授業

について、全小中学校で実

施することで、性的指向・性

別違和に関する理解を広げ

ることができた。 

（課題） 

すべての児童生徒が性の

多様性に関して発達段階に

応じた取組を継続する必要

がある。 

性の多様性に係る授

業の継続及び、他の人権

課題に関する周知を図

る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1) 
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（９）感染症に関する人権侵害 

感染症に関する正しい知識や情報の発信を実施していくため、新型コロナウイル

ス感染症等に係る偏見や差別防止の啓発を実施したほか、児童生徒に対して正しい

知識の普及・啓発するなど、広く市民に対して人権教育・啓発を推進しました。 

 

所管課 人権啓発センター/同和・人権・平和課 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

271030 人権啓発センター管理運営事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

感染症に関する正しい理

解への啓発のため、以下の

取組を実施。 

・人権センターにて、ハンセ

ン病患者への理解を深める

啓発冊子の布置、新型コロ

ナウイルス感染症に対する

偏見や差別防止に関するパ

ネルを常時展示。 

・新型コロナウイルス感染

症に関する人権配慮チラシ

を、イベント時に配布・掲

示。 

・市広報に「STOP コロナ差

別 STOP 人権侵害」と題し

て随時掲載。 

・デジタルサイネージ及び

市内公共施設にて、「STOP コ

ロナ差別 STOP 人権侵害」

を掲示。 

（成果） 

感染症に関する資料等を

常時布置・展示をすること

で、感染症への偏見・差別防

止を市民に周知することが

できた。 

（課題） 

感染症に関する正しい情

報を提供し、誤認識による

偏見や差別を解消する取組

を行う必要がある。 

市民生活に大きな影

響を及ぼしている感染

症に対する正しい理解

を求め、偏見や差別を解

消する継続的な取組を

行う。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策  (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策  (1) 

 

所管課 保健体育課 

実施施策 241 知・徳・体の調和のとれた児童生徒の育成 

事務事業 241320 健康教育推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 
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 児童生徒の正しい知識の

普及・啓発のため、以下の取

組を実施。 

・「性に関する指導」等の研

修会の充実。 

・「ほけんだより」等を通じ 

て、子どもたちに正しい知

識･情報を伝達。 

・「ＨＩＶ検査普及週間」及

び「エイズ予防月間」の活

用。 

・「世界エイズデー」ポスタ

ーコンクールの周知。 

（成果） 

エイズをはじめとする感

染症の予防と、患者・感染者

に対する偏見や差別をなく

すよう正しい知識の普及・

啓発を図ることができた。 

（課題） 

 さらなる知識の普及・啓

発を行うため、研修会や各

種取組の充実を図っていく

必要がある。 

健康教育の方法や内

容等を工夫し、さらなる

知識の普及・啓発を行う

ことで、差別や偏見等の

人権問題の防止を図る。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 
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（１０） その他様々な人権 

拉致問題についての現状を深める機会として、パンフレットの布置やポスター掲

示、市ホームページにおいて、「拉致問題解決のための署名活動」を掲載し、署名用

紙のダウンロード及び「救う会」ホームページをリンクし、市民へ啓発しました。 

   自殺予防対策の推進のため職員を対象にゲートキーパー養成研修の実施や、犯罪

被害者等支援制度の啓発イベントの実施など、人権教育・啓発を推進しました。 

 

所管課 同和・人権・平和課 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271020 人権教育・啓発推進事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

北朝鮮拉致問題への関心

と認識を深めるため、以下

の取組を実施 

・市ホームページにおいて、

「拉致問題解決のための署

名活動」を掲載し、署名用紙

のダウンロード及び「救う

会」ホームページをリンク。 

（成果） 

市ホームページに掲載す

ることで、閲覧する市民に

対して周知することができ

た。 

（課題） 

様々な機会を通じて、啓

発をしていく必要がある。 

人権に関するイベン

トなど、様々な機会を通

じて啓発をしていく。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 同和・人権・平和課 

実施施策 132 地域防災力の強化 

事務事業 132040 犯罪被害者等支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

犯罪被害者支援のため、

以下の取組を実施。 

・自治会回覧や市 HP 等によ

る制度周知。 

・様々な人権問題に関する

パネル展を開催（10、12 月）。 

・犯罪被害者週間イベント

「ホンデリング」の実施（12

月）。本・DVD 等の寄附数 225

本、寄付額 8,061 円。 

・犯罪被害者の支援を実施。

（成果） 

様々な機会を通じて、本

制度を周知した結果、ホン

デリングの寄附数や寄付額

は前年度を上回ることがで

き、広く市民に本制度を周

知することができた。 

（課題） 

様々な機会を通じて、更

なる啓発をしていく必要が

ある。 

人権に関するイベン

トなど、様々な機会を通

じて啓発をしていく。 
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制度申請者数 1 人。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4)、(5) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1)、(2)、(3)、(4) 

 

所管課 人権啓発センター 

実施施策 271 人権教育・啓発の推進 

事務事業 271030 人権啓発センター管理運営事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた

R5(2023)年度の取組 

北朝鮮拉致問題への関心

と認識を深めるため、以下

の取組を実施。 

・政府拉致問題対策本部提

供の「北朝鮮による日本人

拉致問題 一日も早い帰国

実現に向けて！」等のパン

フレットを布置。 

・12 月の北朝鮮人権侵害問

題啓発週間におけるポスタ

ーを掲示し、拉致問題の現

状や政府の動向について啓

発を実施。 

（成果） 

年間を通じて、市民への

継続的な啓発を行うことが

できた。 

（課題） 

政府レベルの人権課題で

あるが、市民に対しても周

知すべき重要な課題であ

る。各種資料の掲示等だけ

ではなく、講演会の開催を

行う必要がある。 

市民にとって重要な

人権課題として、各種展

示を継続し、拉致問題に

関する視聴覚教材（DVD）

の PR を行い、啓発を行

う。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 

 

所管課 健康政策課 

実施施策 313 正しい健康知識の普及啓発 

事務事業 313010 成人健康教育事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

ゲートキーパーとしての

役割を担うことができる職

員の育成のため、市職員対

象の研修を実施。 

・9 月～10 月の 1カ月間に

自殺予防週間に合わせたゲ

ートキーパーの育成に関す

る動画を配信。視聴者数 305

（成果） 

研修内で市民対応を想定

したロールプレイを行い、

窓口で実践できる具体的な

傾聴方法等を職員に伝える

ことができた。 

（課題） 

研修で学んだ内容を実際

職員がゲートキーパ

ーとしての役割を担う

ことができるよう、いの

ちの門番としての心構

えと対応のスキルを学

ぶことのできる研修を

引き続き実施する。 
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人。 

・1月にゲートキーパー研修

を集合形式とオンライン形

式により実施。参加者数 55 

人。 

の場面で活かすことができ

るよう、今後も効果的な研

修を実施する必要がある。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策 (1)、(2)、(3) 

人権擁護に関する基本的な方策 (1) 

 

所管課 公民館 

実施施策 261 多様な学習機会の提供 

事務事業 261050 講座等生涯学習活動支援事業 

R4(2022)年度の主な取組 成果及び課題 課題を踏まえた 

R5(2023)年度の取組 

様々な人権を考える機会

として以下の取組を実施。 

・人権講演会「ドキュメンタ

リーはフィクションであ

る」講師 池谷薫（ドキュメ

ンタリー映画「延安の娘」監

督）」（12 月）／「共に生き

るとは何か」講師 安田菜

津紀（フォトジャーナリス

ト）（1月）64 人参加。 

・人権映画会「延安の娘」(12

月)／「ハーフ」（1月）89 人

参加。 

・安田菜津紀写真展（1月）

887 人参加。 

・人権ワークショップ（1月）

17 人参加。 

（成果） 

多様なテーマで映画会、

講演会、写真展を実施、多く

の市民に参加していただく

ことができた。 

（課題） 

より市民の関心の高いテ

ーマに設定が必要である。 

子どもの人権をテー

マにして講演会等を実

施する。 

伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針に該当する基本的な方策 

人権教育・啓発の基本的な方策  (1) 

人権擁護に関する基本的な方策 ― 
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伊丹市人権教育・啓発白書 令和 4(2022)年度事業内容 

令和 5(2023)年 ●月 発行 

〒664-8503 兵庫県伊丹市千僧１丁目１番地 

伊丹市 市民自治部 共生推進室 同和・人権・平和課 

ＴＥＬ:072-784-8077  ＦＡＸ:072-780-3519 

伊丹市 教育委員会事務局 人権教育室 

ＴＥＬ:072-784-8113  ＦＡＸ:072-780-3519 


